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論 文 内 容 の 要 旨 
 
戦後の日本自動車産業の発展は目覚ましいものであり、国内外から注目され、数多くの研究がなされ
た。本論文のベースとなる問題意識も、「いかにして、日本自動車産業が競争優位を獲得していった
のか」という点にある。日本自動車産業の競争力形成を論じる上で、重要な点は、他国に見られない
競争の激しさにある。この競争の激しさが、各企業の競争力形成を促し、日本自動車産業全体の競争
優位へとつながったのである。そこで、本論文は、「なぜ、戦後日本自動車産業の激しい競争関係は
形成されたのか」という問いを出発点とし、その競争関係の重要な担い手として、本田技研を研究対
象として取り上げ、同社の重要な競争力形成要因となった二輪車大量生産の成立過程の研究をおこな
ったものである。 
 第 1 章では、日本自動車産業の激しい競争関係がいかに形成されたのかという論点に対する既存
研究を整理し、残されている研究課題を抽出するとともに、本論文で研究対象としている二輪車生産
のみをおこなっていた時期の本田技研研究の位置づけを与えている。本章において導き出した既存研
究の課題は、①新規参入企業がいかに形成されたのかに関わる研究、②戦後日本自動車市場の研究、
③トヨタ生産システム形成論との整合性にかかわる研究の 3 点である。そして、これらの論点を考
察するにあたって重要な視点が、戦後から 1960 年代初頭にかけての日本自動車産業を、四輪車のみ
ではなく、二輪車、三輪車の総体としてとらえることであり、ここに、本田技研を考察する意義があ
ることを述べた。 
 第 2 章では、戦後、中小企業として誕生した本田技研が二輪車産業でリーディング・カンパニー
になり得た要因を、競争環境の側面から、すなわち、戦前から存続し戦後二輪車生産をおこなった大
企業の経営動向の側面から考察した。本章では、考察対象を①軍需企業からの転換企業、②非軍需企
業からの転換企業、③戦前からの二輪車企業に分類した。それぞれに分類される企業の戦後の二輪車
産業における動向を考察することによって特徴を抽出するとともに、戦前からの継続性がこうした企
業の競争優位の源泉であるとともに足かせとなり、そこに、本田技研が競争に勝ち抜く要因があった
ことを明らかにした。 
 第 3 章では、本田技研が二輪車の大量生産を成立させる過程を、車体生産技術の内部化およびサ
プライヤー・システムの形成過程から考察した。本章では、まず、車体生産に必要なプレス・溶接技
術が、戦前日本の特殊性から十分な発達を見せず、それが、本田技研の車体生産技術の内部化を促し
たことを述べ、具体的な内部化過程について考察した。また、それが同時期に行われた、本田技研に
おける技術指導を含んだ密接なサプライヤ ・ーシステム形成の技術的前提となったことを明らかにし
た。 
 第 4 章では、大量生産を成立させるにあたって増大する従業員数が本田技研内部での労使対立を
生みだし、それが、協調的労使関係へと変遷する過程を、経営協議会を指標に考察した。本田技研の
労組は、経営協議会という直接経営権に介入できる場を獲得しながら、労組内の対立のために、十分
にそれを生かすことができなかった。また、1957 年の労働争議の際に、内部調整も外部調整も不振
に終わり、経営危機が訪れたことによって、労使双方が協調的関係を結ぶ必要性を痛感し、それが、
苦情処理委員会の設置に現れるような、事後調整の機能のみを労組が有するきっかけとなったことを
考察した。 
 本論文全体で明らかにされたことは、①本田技研の二輪車大量生産成立過程においてすでに、日本
的特徴が見出せること、②本田技研の大量生産成立過程は戦前・戦時の日本経済に強く影響を受けて
おり、また、その本田技研による克服の過程であったことの 2 点である。 
 
 
 
論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
 
論文は、第２次大戦直後から 1960 年代初めまでの時期を対象にして、本田技研工業（以下、本田）
の二輪車大量生産の形成過程を分析している。日本自動車工業の競争力を生み出した要因として競争
の激しさを位置づけ、それゆえこの競争の激しさと同義である多様な企業の誕生と存続について論究
しようとの問題意識が背後にある。しかも、1950 年代と二輪車の重要性を踏まえて、四輪車生産に
入る前の本田を分析した。 
 論文は、６章から構成されている。序章では、論文の問題意識と課題設定を行った。第１章では、
第２次大戦後の日本の自動車工業における競争の激しさの原因について研究史を整理し、残された課
題を確認して論文の意義を示した。第２章では、戦後日本二輪車工業における競争環境を、本田の４
ライバル企業の経営動向を取り上げて分析した。第３章では、本田が車体生産技術（プレス技術・溶
接技術）を内部化することでサプライヤー・システムの形成が可能となったことを明らかにした。第
４章では、労使対立、３労働組合の対立と統一、協調的労使関係の形成を明らかにした。終章では、
論文が明らかにした内容の意義と残された課題を述べた。 
 論文の評価としては、３点指摘できる。第１に、本田を取り上げ、しかも四輪車ではなく、二輪車
を取り上げることで、日本的生産システム形成の理解を豊富化した。第２に、企業内の動きと企業間
の動きとの連動を論じており、ユニークな理解を示した。第３に、本田を含む各企業の資料と専門雑
誌に丹念にあたり、聞き取りによる補充も行っており、内容に説得力がある。 
 他方で、課題も指摘できる。論文ではほぼ前提とされている本田のエンジン生産技術に関する評価
や 1964 年以降の四輪車進出との関連性について、もう少し言及して欲しかった。第４章で扱った協
調的労使関係の形成が生産システムの中で具体的にどのように機能したかについても議論を進めれ
ば、全体の論述がより明晰になったであろう。こうした課題を考慮しても、論文は基本論点に絞り込
んだ着実な研究となっている。技術史的にはＤ・ハウンシェルの研究も踏まえて、より大きな枠組み
の中でとらえようとしている。総じて、論文は、日本的生産システム研究において、トヨタ自動車工
業を対象とする研究が多い中で、その多様な発展形態の１つとして本田の二輪車製造を取り上げてお
り、日本的生産システムの形成過程に関する理解を豊富化するうえで、本論文の貢献は大きい。 
 以上により、論文審査委員会は、全員一致して、本論文を博士（商学）の学位の授与に値するもの
と判断した。 
